
( 令和７ 年４ 月分） 　 総務部

名称 金額( 円)
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随　 意　 契　 約　 の　 結　 果　 の　 公　 表

契約の名称又は
品名・ 数量等

契約日
契約の相手先の
名称及び所在地

契約金額
( 円)

地方自治法施行令
の適用条項

随意契約と し た理由

契約相手先以外の見積書徴取先
及び見積金額 所管部課

( 地方機関)
の名称

備　 考

総務課
長期継続契約
（2年間）

島根県の例規全て（県報に登載された
ものに限る。）を取り扱い、例規に関す
る高い専門性、例規サポートシステム
に関する技術、経験等を兼ね備えてい
ると認められる唯一の業者であるた

め。

総務課

①　現行システムは長期間（平成26年
度から）の運用を行っているが、契約
事業者において適切な管理が行われ
ており、安定した運用を行うことができ

ているため。
②　職員は現行システムの操作に習
熟している。他社サービスを調達する
こととした場合、既存ユーザーに対す
る操作研修を改めて行う必要があり、
その習熟のため職員に新たな負担を
強いることとなる上、定着した事務処
理の見直しを行う必要が生ずるなど、

業務量及びコストの大幅な増加が見込
まれるため。

③　現行システムは、標準パッケージ
（LGWAN-ASPサービス）であるもの

の、運用開始前及び運用中において、
本県各種制度に適合するよう相当程

度のカスタマイズを実施しており、本県
専用の仕様となっている。このため、他
社のパッケージサービスを導入するこ
ととした場合、新たに現行ベンダには

計上されない「システム構築費用」を要
することとなり、著しいコスト増加が生

じる恐れがあるため。

島根県総合文書管理
システム サービス利用・
運用保守業務契約

令和7年4月1日
神奈川県川崎市川崎区
田辺新田1番1号
富士電機株式会社

46,923,800

「地方公共団体」の物品
等又は特定役務の調達
手続の特例を定める政
令」第11条第1項第1号

島根県例規サポート
システム 賃貸借

令和7年4月1日

株式会社ぎょうせい
中国支社
広島県広島市中区
三川町2番10号
愛媛ビル・広島５階

1,663,200 第167条の2第1項第2号
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( 令和７ 年４ 月分） 　 総務部

名称 金額( 円)

契約の名称又は
品名・ 数量等

契約日
契約の相手先の
名称及び所在地

契約金額
( 円)

地方自治法施行令
の適用条項

随意契約と し た理由

契約相手先以外の見積書徴取先
及び見積金額 所管部課

( 地方機関)
の名称

備　 考

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -
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（公財）島根県環境保健公社しか実施
できないため。
①検診車を所有する等、職場の身近で
健診ができ、全県域をカバーし、指定
した日時での健診体制がとれる。
②職員の負担軽減のため、情報機器
作業健診との同時受診が可能。

人事課
単価契約
2,912,910円

令和７年度雇入時
健康診断業務委託

令和7年4月1日

松江市古志原
一丁目４番６号
公益財団法人
島根県環境保健公社
理事長　田原研司

職員１人当り
　9,350円他

第167条の2第1項2号

令和7年度島根県情報公
開・個人情報保護審査会
議事録作成業務請負契
約

R7.4.10

株式会社ぎじろくセン
ター島根事務所

松江市千鳥町26-1　湖
北ビル306号室

出張録音費：
会議１回あたり

21,000円
会議録作成費：

会議１時間あたり
16,800円

第167条の2第１項第2号 別紙のとおり 総務課

単価契約

予定調達総額
2,827,440円

スモール・ビジネス
育成支援プログラム
（隠岐地域）実施業務

令和7年4月4日
株式会社紡
東京都港区東新橋
2-7-3-603

7,212,700 第167条の2第1項第2号

自治研修所
令和7年度職員研修
業務委託

令和7年4月1日

学校法人
産業能率大学
理事長
東京都世田谷区等々力
6‐39‐15

3,561,660 第167条の2第1項第2号

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

提案競技で選定
隠岐支庁
県民局
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( 令和７ 年４ 月分） 　 総務部

名称 金額( 円)
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令和7年度職員研修
業務委託

令和7年4月1日

一般社団法人
日本経営協会
関西本部　関西本部長
大阪府大阪市西区
靭本町1丁目8番4号

4,932,580 第167条の2第1項第2号

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

自治研修所

自治研修所

令和7年度職員研修
業務委託

株式会社　MYTURN
代表取締役
島根県江津市江津町
４６番地

第167条の2第1項第2号

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

自治研修所

令和7年度職員研修
業務委託

令和7年4月1日

株式会社　インソース
営業本部　本部長
兵庫県神戸市中央区
下山手通３－１２－１
 トア山手フラッツ２０６

5,368,000 第167条の2第1項第2号

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

令和7年4月14日 2,196,000

令和7年度職員研修
業務委託

株式会社
ラーニングリーダーズ
代表取締役
東京都豊島区西池袋
２－１０－３

第167条の2第1項第2号

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

自治研修所

過去に行った研修の実績状況、受講
者のアンケート結果を踏まえ、所内で

検討した結果、適切に実施可能な相手
先は当該事業者以外にはないと判断

されたため。

自治研修所
令和7年度職員研修
業務委託

令和7年4月22日

株式会社田中危機管理
広報事務所
代表取締役社長
東京都新宿区箪笥町３
９ルネ神楽坂１２０１

1,548,140 第167条の2第1項第2号

令和7年4月18日 1,956,218
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( 令和７ 年４ 月分） 　 総務部

名称 金額( 円)

契約の名称又は
品名・ 数量等

契約日
契約の相手先の
名称及び所在地

契約金額
( 円)

地方自治法施行令
の適用条項

随意契約と し た理由

契約相手先以外の見積書徴取先
及び見積金額 所管部課

( 地方機関)
の名称

備　 考

地方公会計システム
運用・保守業務委託

令和7年4月1日

株式会社　システムディ
代表取締役　堂山　遼
京都府京都市中京区
鳥丸通三条上る場之町
６０３番地

2,852,300 第167条の2第1項第2号

本システムについては当該企業が開
発したシステムであり、株式会社シス
テムディ以外に運用・保守業務を行う
ことができない。また、システム導入以
来、業務・技術サポート及びプログラム
変更は当該企業が行っていることか
ら、本システムに熟知しているため。

- - 財政課

地方公会計制度支援
業務委託

令和7年4月1日

税理士法人　長谷川会
計
代表社員　長谷川　一彦
広島県広島市西区庚午
中２丁目１１番１号

3,113,000 第167条の2第1項第2号

長谷川会計は平成28年度より島根県
の地方公会計制度の導入支援を行っ
てきた。当該支援により、公会計の整
備・公表は進んできたものの、今後は
活用・推進を図る段階に移行しつつあ
る。長谷川会計は、これまでの支援に
より本県の状況を熟知しており、活用・
推進の検討を進める上で欠くことがで
きない。また、本県で導入している地方
公会計システム （PPP）についても熟知
しており、公会計の業務を支援できる

唯一の相手であるため。

- - 財政課

- -

- -

- -

税務総合オンライン
システムの帳票出力
及び加工等の業務

令和7年4月1日

株式会社　マツケイ
代表取締役社長
名原　厚
松江市乃木福富町
７３５－２１１

帳票印刷単価
①専用帳票（複写式）
26.5円/枚
②専用帳票（連票）
17.0円/枚
③汎用帳票（A4単
票）
25.0円/枚
④汎用帳票（連票）
18.5円/枚
印刷加工単価
⑤カッティング加工
1.3円/枚
⑥シーラー加工
3.9円/枚
印刷物等搬送単価
3,500円/回
用紙保管単価
7,500円/月

第167条の2第1項第2号

マイナンバー利用事務ネットワ ークに
おけるセキュリティ確保と業務効率の
面から必要なプリ ンタ等の施設・設備
を有する当該委託先以外に選択肢が

ないため。

税務課

単価契約
（予定調達総額）
2,564,507円
（税込）
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( 令和７ 年４ 月分） 　 総務部

名称 金額( 円)

契約の名称又は
品名・ 数量等

契約日
契約の相手先の
名称及び所在地

契約金額
( 円)

地方自治法施行令
の適用条項

随意契約と し た理由

契約相手先以外の見積書徴取先
及び見積金額 所管部課

( 地方機関)
の名称

備　 考

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

- -

管財課
排水ポンプ施設
(島根大学医学部関連)
管理業務

令和7年4月1日
出雲市　市長
出雲市今市町70

4,200,000 第167条の2第1項第2号 契約の相手が他の地方公共団体。

島根県
コンビニエンスストア等
収納代行業務委託

令和7年4月1日

株式会社NTTデータ代
表取締役社長 佐々木裕
東京都江東区豊洲
三丁目３番３号

①基本手数料
15,000円/月

②収納取扱手数料
78円/件

第167条の2第1項第2号

平成19年9月に実施した「島根県税に
係るコンビニエンスストア収納代行業
務提案競技」において、受託実績、運

用案、業務体制、必要経費を主要項目
とし総合的に評価した結果、最も優秀
な提案であると認められた下記の事業
者を委託先に決定した。これにより採
用した事業者の運用案に合わせて県
の基幹システム の仕様を整備し運用し
ており、他社ではこの仕様に対応でき
ない。また、下記事業は、県税も含め
た公金の電子収納に係る共同利用セ

ンターの業務を受託しており、同者と契
約することでコンビニ収納、クレジット

収納、電子マネー収納及びモバイルレ
ジ収納に係るデータについても同じ共
同利用センタを利用でき、ペイジーと同
様のフォーマットで県にデータを受ける
ことが可能である。このため、別回線を
開設したり、消込用の収納データに変
換するプログラムの開発や追加等を行

う必要がない。

税務課

単価契約
（予定調達総額）
8,766,588円
（税込）

税務課

軽油の引取りの報告等
に関する
情報管理システムの
運用業務

令和7年4月1日

地方公共団体
情報システム機構
東京都千代田区一番町
２５番地

28,123,040 第167条の2第1項第2号
この業務を取り扱っているのが当該シ

ステム機構のみである
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【 別紙】


